
は じ め に

我が国の１９８０年代以降の所得分配の不平等化は，大竹（１９９４），橘木・八木

（１９９４）など多くの文献で指摘されており1)，また１９７０年代半ば頃からの約３０

年間における我が国の全世帯の所得分配の不平等度の推移も明らかにされてい

る2)。そこで，母集団としての全世帯の不平等度が，例えば，年齢別部分集団

内の不平等度と年齢集団間不平等度とに分解できるならば，全不平等度にたい

する部分集団内不平等度の寄与度と部分集団間不平等度の寄与度を解明するこ

とができる。小論においては全体の不平等度を規定する要因（世帯の属性）と

して世帯主年齢，世帯規模，世帯構造および世帯業態が採用され，母集団全体

の不平等度を規定しているのは，どの属性集団内不平等度か，そしてそれに属

性集団間不平等度がどのように係っているのか，またこれらのことがこの３０年

間変わらないのか，変化しているのかなどが要因ごとに明らかにされまた比較

される3)。

ところが，拙稿（２００７）において実際の計測に利用された不平等測度の体系

1) 拙稿（1989）においては，所得分配の不平等の変動について次の点が明らかにさ
れている。1）1970年代初期の平等化 2）第1次石油ショック直後の不平等化 3）1970
年代中期から1980年代初期の若干の平等化 4）1980年代初期から1980年代中期の不
平等化。

2) 拙稿（2007）。
3) 我が国における所得分配の不平等度の各種要因による分解分析は，数多く行われ
てきていて，例えば，Theil測度を利用した初期の研究に拙稿（1978）があり，対数
分散や Theil測度を利用した最近の研究に大竹・斉藤（1999），小原・大竹（2006）
などがある。
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を（利用されなかった分散および平均対数偏差を含め）簡単に示すと次のよう

になるが，不平等の測度として圧倒的に多くの研究や報告において採用される

Gini係数は，相対的不平等を計る多数ある基数測度の１つにすぎず，また加

法分解可能な測度ではないのである。

１）絶対不変測度

ａ．擬順序測度；絶対型ローレンツ擬順序

ｂ．基 数 測 度；分散，Kolm測度など

２）相対不変測度

ａ．擬順序測度；ローレンツ擬順序

ｂ．基 数 測 度；一般化エントロピー測度（Atkinson測度，Theil測度，

平均対数偏差），Gini係数など

そこで，次節で採用の論拠が簡単に説明されるが，小論においては世帯属性ご

とに不平等度の分解分析を行うために，絶対不変測度としての分散，相対不変

測度としての Theil測度および平均対数偏差（MLD）が採用される。

１．不平等度の要因分解法

母集団全体について計算された不平等測度が，その部分集団の不平等測度の

加重和と部分集団の平均によって計算された不平等測度との和で表現されると

き，この測度は加法分解可能な測度といわれる。Shorrocks（１９８０）は，加法

分解可能な相対型測度4)が変動係数の平方（SCV）と Theil（１９６７，ch．４）が提

示した２つのエントロピー測度を含んだ単一のパラメータで表現される，いわ

ゆる「一般化エントロピー測度」（GEM）5)であることを明らかにした。

N 人の個人からなる社会において個人 i の所得を x（i），i＝１，．．．，N とし，単

一のパラメータを c，平均所得をμとするとき，GEMは次のように表される。

4) 「人口の複製条件」も満たすと仮定する。
5) Bourguignon (1979), Cowell (1980), Kuga (1980), Toyoda (1980).
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また，Theil測度と第２Theil測度とも呼ばれる平均対数偏差（MLD）は，夫々

次のように表される。
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さて，母集団が G個の部分集団 S1，．．．，SGに分割されると仮定する。Ngで部

分集団 gの個人数を表すと，
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となり，部分集団 gの平均所得は，
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と表される。このとき，GEMの分解式は次のように表される。
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ここに，加重係数Wg は，
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を表し，E（c）g は部分集団 gの GEM（c≠０，１）である。

ところで，Theilは加法分解可能測度にたいして次の２つの性質を要請して

いる6)。

性質１．部分集団内不平等度は集団間不平等度と独立である。

性質２．部分集団内不平等度に付される加重係数は集団間不平等度と独立で

ある。

6) Theil (1967, p.125).
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そこで，Shorrocks（１９８０）において，性質１を満たす GEMはいわゆる Theil

測度およびMLDだけであることが示されており，さらに性質２を満たすのは

MLDだけであることが明らかにされている。また，この２つの性質を満たす

分解可能な絶対型測度は分散7)であることが，Chakravarty and Tyagarupananda

（１９９８）および Chakravarty（２００１）において論証されている。MLDと分散の

加重係数は人口比であり，Theil測度の加重係数は所得比である。小論におい

ては，加重係数の違いに留意しながら絶対的不平等と相対的不平等を対比する

という視点から，比較の道具として Theil測度，MLDおよび分散が採用され

る。

２．所得不平等度の変動

表２－１，表２－２および表２－３は，我が国における全世帯に関する所得

分配の Theil測度，MLDおよび分散を２つの要因で分解した結果である8)。こ

の３つの表の一部を利用して作成された図２－１は，全世帯に関する絶対およ

び相対不平等測度の最近の約３０年間における変動を表している。相対不平等測

度としての Theil測度およびMLDによると，所得の相対不平等度は１９８０年代

初頭頃から２００４年頃まで上昇傾向にある。基数測度の立場を受け入れるならば，

この傾向は，拙稿（２００７）において『国民生活基礎調査』（厚生労働省）の年

次データを利用して計測された Gini係数，Theil測度および Atkinson測度で明

らかにされた結果9)とほぼ同一である10)。Theil測度と第２Theil測度とも呼ばれ

るMLDが同様の時系列傾向を示しているのは自然である。

絶対不平等測度としての分散（消費者物価調整済み）は，１９７０年代中期頃か

7) 「分散」が単位整合性を満たすことについては，Zheng（2007）を参照。
8) 『国民生活基礎調査』（厚生労働省）を利用して計測された。
9) 我が国の所得分配の相対的不平等は1970年代後半から2002年頃まで上昇傾向にあ
るといえよう（拙稿2007）。橘木・八木（1994）のように，我が国の所得分配の推移
に関して，第1次オイル・ショックの時期である1974年から1976年の期間を除いて考
察することがある。

10) しかし，ローレンツ曲線を利用する擬順序の立場を採るならば，この上昇傾向を
主張することは困難である（拙稿2007）。

－７２－ 絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解



表２－１ Theil測度の要因分解（１）

所得年 全 体
世帯規模
集団間

加重世帯
規模内

年齢集団間
加重年齢
集団内

１９７５ ０．１８２３ ０．０３００ ０．１５２３ ０．０１３５ ０．１６８８
１９８０ ０．１７２９ ０．０３７１ ０．１３５８ ０．０１４２ ０．１５８７
１９８５ ０．２２２０ ０．０４３６ ０．１７８４ ０．０１６９ ０．２０４２
１９９０ ０．２２８５ ０．０５１３ ０．１７７２ ０．０２３９ ０．２０４６
１９９５ ０．２３１８ ０．０５９５ ０．１７２３ ０．０２７４ ０．２０４４
２０００ ０．２５９２ ０．０６０７ ０．１９８５ ０．０２９６ ０．２２９９
２００４ ０．２６７２ ０．０７４１ ０．１９３１ ０．０３１７ ０．２３５５

（資料）厚労省『国民生活基礎調査』各年版により計測・作成。

表２－２ MLDの要因分解（１）

所得年 全 体
世帯規模
集団間

加重世帯
規模内

年齢集団間
加重年齢
集団内

１９７５ ０．２０９９ ０．０３４３ ０．１７５７ ０．０１４３ ０．１９５７
１９８０ ０．１９６８ ０．０４３６ ０．１５３２ ０．０１５５ ０．１８１４
１９８５ ０．２４１７ ０．０５１９ ０．１８９８ ０．０１８１ ０．２２２８
１９９０ ０．２５７２ ０．０６０３ ０．１９６９ ０．０２６０ ０．２３１２
１９９５ ０．２６７０ ０．０６８２ ０．１９８７ ０．０２９３ ０．２３７７
２０００ ０．２９８５ ０．０６８５ ０．２２９９ ０．０３０８ ０．２６７８
２００４ ０．３１１２ ０．０８５３ ０．２２５９ ０．０３３２ ０．２７８０

（資料）表２－１に同じ。

表２－３ 分散の要因分解（１）

所得年 全 体
世帯規模
集団間

加重世帯
規模内

年齢集団間
加重年齢
集団内

１９７５ ７．４６８８ １．０７１７ ６．３９７１ ０．５１１０ ６．９５６８
１９８０ ８．９７１０ １．６２５９ ７．３４５１ ０．６５４６ ８．３１６４
１９８５ １５．６９１９ ２．３０２７ １３．３８９２ ０．９４９３ １４．５９９４
１９９０ ２０．２２９６ ３．５６４２ １６．６６５５ １．７４３６ １８．４８５６
１９９５ ２１．３８７５ ４．５４７８ １６．８３９７ ２．１７９４ １９．２０８０
２０００ ２０．７５３８ ４．００７８ １６．７４６０ ２．０６１４ １８．７３５０
２００４ １９．９７３４ ４．５８１５ １５．３９１９ ２．０７４１ １７．９０３４

（資料）表２－１に同じ。
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ら１９９０年代半ば頃まで上昇傾向を示し，それ以降，低下傾向にある。この傾向

は拙稿（２００７）における絶対不平等測度としての Kolm測度の変動結果とほぼ

同一であり，絶対型ローレンツ擬順序の立場を採用しても，同様の傾向を指摘

することができる。そして，絶対不平等度（消費者物価調整済み）と実質所得

とは正の相関関係にあり，１９７０年代中期以降の約３０年間における両者の時系列

変動は，我が国においてはほぼ同じ傾向を示していることが明らかにされてい

る11)。

11) 拙稿（2007）。

図２－１ 絶対及び相対不平等測度の時系列変動

（資料）表２－１，表２－２及び表２－３により作成。
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３．世帯の分類

小論においては，データの制約から「世帯構造」，「世帯業態」，「世帯主年

齢」および「世帯規模」の４種類の世帯分類が採用される。『国民生活基礎調

査』における「世帯構造」とは，「世帯構成」のことであり，それは次のよう

に分類されるが，小論における計測では，「単独世帯」，「夫婦のみの世帯」，「夫

婦と未婚の子のみの世帯」，「ひとり親と未婚の子のみの世帯」および「三世代

世帯」の５分類が採用されていて「その他の世帯」は省略されている12)。

ａ．単独世帯

�ａ 住み込み又は寄宿舎等に居住する単独世帯；

住み込みの店員，あるいは学校の寄宿舎・寮・会社などの独身寮に単

身で入居している人をいう。

�ｂ その他の単独世帯；

世帯員が一人だけの世帯であって，その世帯員の居住場所が�ａ以外の

ものをいう。

ｂ．夫婦のみの世帯

世帯主とその配偶者のみで構成する世帯をいう。

ｃ．夫婦と未婚の子のみの世帯

夫婦と未婚の子のみで構成する世帯をいう。

ｄ．ひとり親と未婚の子のみの世帯

父親又は母親と未婚の子のみで構成する世帯をいう。

ｅ．三世代世帯

世帯主を中心とした直系三世代以上の世帯をいう。

ｆ．その他の世帯

上記ａ．～ｅ．以外の世帯をいう。

「世帯業態」は次のように分類されていて，小論においては，「雇用者世帯」，

「自営業者世帯」および「その他の世帯」について計測が行われている13)。

12) b.～d.の世帯は核家族世帯と呼ばれる場合がある。

絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解 －７５－



ａ．雇用者世帯

�ａ 常雇者世帯；

最多所得者が雇用期間について別段の定めなく雇われている者の世帯

をいう。

�ｂ １月以上１年未満の契約の雇用者世帯；

最多所得者が形式のいかんを問わず他人に雇われて賃金を得ている者

であって，１月以上１年未満の契約によって雇われているものの世帯

をいう。

�ｃ 日々又は１月未満の契約の雇用者世帯；

最多所得者が形式のいかんを問わず他人に雇われて賃金を得ている者

であって，日々又は１月未満の契約によって雇われているものの世帯。

ｂ．自営業者世帯

最多所得者が事務所，工場，商店，飲食店等の自営業を行っている者の

世帯をいう。

ｃ．その他の世帯

最多所得者が上記に該当しない世帯をいう。したがって，最多所得者が

全く働いていない世帯（年金，恩給，家賃，利子・配当等で所得を得て

いる世帯）が含まれる。

「世帯主年齢」については，時系列データの制約から「２９歳以下」，「３０～３９

歳」，「４０～４９歳」，「５０～５９歳」，「６０～６９歳」および「７０歳以上」の６分類が採

用された年度と「８０歳以上」を加えた７分類14)が採用された年度とがある。

「世帯規模」は世帯の構成人数のことであり，「１人」，「２人」，「３人」，「４

人」，「５人」および「６人以上」の６分類である。

13) 1998年から「作付可能な耕地面積」が調査されていないため，従来の「農耕世帯」
は雇用者，自営業者等の世帯に振り分けられている。

14) 「70歳以上」の区分が「70～79歳」となる。

－７６－ 絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解



４．要因集団間分析

４．１要因集団間寄与度

３つの不平等測度の夫々の要因による分解結果である表２－１，表２－２お

よび表２－３を用いると15)，母集団全体の不平等度に対する夫々の要因集団ご

との寄与度を示す表４－１から表４－６が作成される。母集団全体の不平等度

を規定する要因として，データの制約から４つの要因が採用されているが，こ

れらの要因集団に関する寄与度の表から集団間寄与度の時系列変動を示した図

４－１，図４－２および図４－３がえられる。要因集団間寄与度は，世帯構造

15) 付表4－1，付表4－2および付表4－3も利用。

表４－１ Theil測度による要因寄与度（１） 単位：％

所得年 全 体
世帯規模
集団間

加重世帯
規模内

年齢集団間
加重年齢
集団内

１９７５ １００ １６．４４ ８３．５６ ７．４１ ９２．５９
１９８０ １００ ２１．４６ ７８．５４ ８．２２ ９１．７８
１９８５ １００ １９．６４ ８０．３６ ７．６２ ９２．３８
１９９０ １００ ２２．４６ ７７．５４ １０．４７ ８９．５３
１９９５ １００ ２５．６８ ７４．３２ １１．８２ ８８．１８
２０００ １００ ２３．４３ ７６．５７ １１．４２ ８８．５８
２００４ １００ ２７．７２ ７２．２８ １１．８５ ８８．１５

（資料）表２－１により作成。

表４－２ Theil測度による要因寄与度（２）
単位：％

所得年
世帯構造
集団間

加重世帯
構造内

世帯業態
集団間

加重世帯
業態内

１９７５ １７．１０ ８２．９０ ８．４２ ９１．５８
１９８０ ２１．７３ ７８．２７ １１．８０ ８８．２０
１９８５ ２０．５６ ７９．４４ １１．１６ ８８．８４
１９９０ ２３．２９ ７６．７１ １３．７０ ８６．３０
１９９５ ２６．９１ ７３．０９ １３．６９ ８６．３１
２０００ ２４．７３ ７５．２７ １４．９８ ８５．０２
２００４ ２９．９１ ７０．０９ １８．４３ ８１．５７

（資料）付表４－１により作成。

絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解 －７７－



表４－３ MLDによる要因寄与度（１） 単位：％

所得年 全 体
世帯規模
集団間

加重世帯
規模内

年齢集団間
加重年齢
集団内

１９７５ １００ １６．３２ ８３．６８ ６．８０ ９３．２０
１９８０ １００ ２２．１６ ７７．８４ ７．８６ ９２．１４
１９８５ １００ ２１．４７ ７８．５３ ７．５３ ９２．４７
１９９０ １００ ２３．４５ ７６．５５ １０．１１ ８９．８９
１９９５ １００ ２５．５６ ７４．４４ １０．９８ ８９．０２
２０００ １００ ２２．９６ ７７．０４ １０．３２ ８９．６８
２００４ １００ ２７．４０ ７２．６０ １０．６６ ８９．３４

（資料）表２－２により作成。

表４－４ MLDによる要因寄与度（２）
単位：％

所得年
世帯構造集
団間

加重世帯構
造内

世帯業態集
団間

加重世帯業
態内

１９７５ １７．１０ ８２．９０ ８．８６ ９１．１４
１９８０ ２２．６０ ７７．４０ １２．４３ ８７．５７
１９８５ ２２．５９ ７７．４１ １２．３８ ８７．６２
１９９０ ２４．５３ ７５．４７ １４．７６ ８５．２４
１９９５ ２６．８１ ７３．１９ １４．０９ ８５．９１
２０００ ２４．２９ ７５．７１ １５．０３ ８４．９７
２００４ ２９．４５ ７０．５５ １８．１２ ８１．８８

（資料）付表４－２により作成。

表４－５ 分散による要因寄与度（１） 単位：％

所得年 全 体
世帯規模
集団間

加重世帯
規模内

年齢集団間
加重年齢
集団内

１９７５ １００ １４．３５ ８５．６５ ６．８４ ９３．１６
１９８０ １００ １８．１２ ８１．８８ ７．３０ ９２．７０
１９８５ １００ １４．６７ ８５．３３ ６．１１ ９３．８９
１９９０ １００ １７．６２ ８２．３８ ８．６２ ９１．３８
１９９５ １００ ２１．２６ ７８．７４ １０．１９ ８９．８１
２０００ １００ １９．３１ ８０．６９ ９．９１ ９０．０９
２００４ １００ ２２．９４ ７７．０６ １０．３８ ８９．６２

（資料）表２－３により作成。

－７８－ 絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解
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表４－６ 分散による要因寄与度（２）
単位：％

所得年
世帯構造
集団間

加重世帯
構造内

世帯業態
集団間

加重世帯
業態内

１９７５ １４．７９ ８５．２１ ６．８８ ９３．１２
１９８０ １８．１５ ８１．８５ ９．５５ ９０．４５
１９８５ １５．２６ ８４．７４ ７．９９ ９２．０１
１９９０ １８．０７ ８１．９３ １０．１７ ８９．８３
１９９５ ２２．２１ ７７．７９ １０．６６ ８９．３４
２０００ ２０．２８ ７９．７２ １１．７８ ８８．２２
２００４ ２４．７８ ７５．２２ １４．８６ ８５．１４

（資料）付表４－３により作成。

図４－１ Theil測度による要因集団間寄与度

（資料）表４－１及び表４－２により作成。

絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解 －７９－
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要因と世帯規模要因とで大きく，世帯業態要因と世帯主の年齢要因がそれに次

いで大きい。この４要因のこの序列はこの３０年間変わらず，しかも絶対測度で

も相対測度でも要因集団間寄与度に関して同じ結果である。しかし，ここで採

用されている所得概念は，世帯の構成人数を調整していない「世帯総所得」だ

から，母集団全体の不平等度を規定する要因として世帯構造要因と世帯規模要

因が大きいのは当然で，世帯主年齢要因や世帯業態要因が決して小さいわけで

はなく，夫々の分類区分内不平等度が高いのである。

Theil測度およびMLDによると，集団間寄与度の時系列変動は，全体的相

対不平等度の変動ほどではないが，１９７０年代中期からの約３０年間４要因ともだ

いたい上昇傾向にあるといえる。しかし，元々変動幅の狭い年齢間寄与度は，

２１世紀に入るとあまり変化がない。絶対不平等測度の集団間寄与度は，１９９０年

図４－２ MLDによる要因集団間寄与度

（資料）表４－３及び表４－４により作成。

－８０－ 絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解
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代半ばまで全体の不平等の上昇傾向の部分として，どの要因ついてもだいたい

上昇しているが，それ以降では，全体的絶対不平等度の低下傾向にほとんど反

映されていない。つまり，絶対測度の場合，全体に対する集団内寄与度の影響

のほうが強いのである。ところが，各要因の集団間寄与度の変動は，絶対不平

等測度と相対不平等測度とで驚くほど類似している。

４．２要因集団間不平等度の変動

要因集団間分散（消費者物価調整済み）の変動を示す図４－４によると，要

因集団間絶対的不平等度としての分散は，母集団全体の絶対不平等度の変動と

同じように，４要因とも１９７０年代中期頃から１９９０年代半ば頃まで上昇している

が，それ以降，母集団全体の絶対不平等度と同様に低下しているのは，年齢集

図４－３ 分散による要因集団間寄与度

（資料）表４－５及び表４－６により作成。

絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解 －８１－
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団間分散である。また，２１世紀に入り一時的に低下しているのは構造集団間分

散と世帯規模集団間分散である。要因集団間の Theil測度およびMLDの変動

傾向は，４要因とも全体的相対不平等度の変動傾向とほとんど同じである（図

４－５，図４－６）。要するに，要因集団間の相対不平等測度に関しては，相

対的にも絶対的にも４要因とも全体的相対不平等度の変動に類似している。

５．要因集団内分析

５．１加重集団内不平等度と集団間不平等度の変動

ａ．世帯規模集団

加重集団内 Theil測度の母集団全体の Theilへの寄与度が，この３０年間，若

図４－４ 要因集団間分散

（資料）表２－３及び付表４－３により作成。

－８２－ 絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解
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干の低下傾向にはあるが１９８０年代まで約８０％と大きいから，加重集団内 Theil

と母集団全体の Theilの時系列変動はほぼ等しい。しかし，加重集団内 Theil

の寄与度が，この間徐々に低下している分だけ，世帯規模間寄与度は１６％から

２８％へ上昇している（表２－１，表４－１）。 これに関してMLDによる結

果も Theil測度による結果と同様である。つまり，加重集団内MLDの母集団

全体のMLDへの寄与度が，この３０年間，若干の低下傾向にはあるが１９８０年代

まで約８０％と大きいから，加重集団内MLDと母集団全体のMLDの時系列変

動はほぼ等しい。そして，やはり加重集団内MLDの寄与度が，この間徐々に

低下している分だけ，世帯規模間寄与度は１６％から２７％へ上昇している（表

２－２，表４－３）。

絶対的不平等測度としての分散（消費者物価調整済み）を用いても，寄与度

図４－５ 要因集団間 Theil測度

（資料）表２－１及び付表４－１により作成。

絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解 －８３－
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の動向については相対測度の場合とほぼ同様である。加重集団内分散の母集団

全体の分散への寄与度が，この３０年間，若干の低下傾向にはあるが約８０％と大

きいから，加重集団内分散と母集団全体の分散の時系列変動はほぼ等しい。そ

して，やはり加重集団内分散の寄与度が，この間徐々に低下している分だけ，

世帯規模間寄与度は１４％から２３％へ上昇している（表２－３，表４－５）。つ

まり，全体の分散が低下している１９９０年代半ば以降においても，世帯規模間分

散は上昇しているのだ。要するに，絶対測度によっても相対測度によっても，

この３０年間，世帯規模間不平等度は，絶対的にも相対的にも上昇しているとい

える。

ｂ．世帯主年齢集団

年齢集団内 Theil測度の加重値の母集団全体の Theilへの寄与度が，この３０

図４－６ 要因集団間MLD

（資料）表２－２及び付表４－２により作成。

－８４－ 絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解



年間，若干の低下傾向にあるものの約９０％と大きいから，加重集団内 Theilと

母集団全体の Theilの時系列変動はほぼ等しい。しかし，加重集団内 Theilの

寄与度が，この間若干低下している分だけ，年齢間寄与度は７％から１２％へ上

昇している（表２－１，表４－１）。年齢要因に関してもMLDによる結果は，

Theil測度による結果と同様である。加重集団内MLDの母集団全体のMLDへ

の寄与度が，この３０年間，若干の低下傾向にはあるものの約９０％と大きいから，

加重集団内MLDと母集団全体のMLDの時系列変動はほぼ等しい。そして，

やはり加重集団内MLDの寄与度が，この間若干低下している分だけ，年齢間

寄与度は７％から１１％へ上昇している（表２－２，表４－３）。

年齢要因に関しても絶対的不平等測度の寄与度の動向については，相対測度

の場合とほぼ同様である。年齢要因に関する加重集団内分散の母集団全体の分

散への寄与度が，この３０年間，約９０％と大きいから，加重集団内分散と母集団

全体の分散の時系列変動はほぼ等しい。そして，やはり加重集団内分散の寄与

度が，この間若干低下している分だけ，年齢間寄与度は７％から１０％へ上昇し

ている（表２－３，表４－５）。したがって，全体の分散が低下している１９９０

年代半ば以降においても，この上昇幅が狭いから年齢間分散の寄与度はあまり

変わらないのだ。このことは，年齢集団間分散自体が母集団全体の絶対不平等

度と同様に低下していることに関連している。

ｃ．世帯構造集団

加重集団内 Theil測度の母集団全体の Theilへの寄与度が，この３０年間で８０

％以上から７０％へ低下しているが，加重集団内 Theilと母集団全体の Theilの

時系列変動はかなり似ている。しかし，加重集団内 Theilの寄与度が，この間

徐々に低下している分だけ，世帯構造間寄与度は１７％から３０％へ上昇している

（付表４－１，表４－２）。そして，２０００年以降の母集団全体の Theilの上昇

は，加重集団内 Theilが低下しているから，世帯構造間 Theilの上昇による。

世帯構造要因に関してもMLDによる結果は，Theil測度による結果と同様で

ある。加重集団内MLDの母集団全体のMLDへの寄与度が，この３０年間で８０

％以上から約７０％へ低下しているから，世帯構造間寄与度は１７％から約３０％へ

上昇している（付表４－２，表４－４）。しかし，加重集団内MLDと母集団

絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解 －８５－



全体のMLDの時系列変動はかなり類似しているのは当然であるが，２０００年以

降の母集団全体のMLDの上昇は，加重集団内MLDが低下しているから，世

帯構造間MLDの上昇による。

世帯構造要因に関しても絶対的不平等測度の寄与度の動向については，相対

測度の場合とほぼ同様である。加重集団内分散の母集団全体の分散への寄与度

が，この３０年間で８５％から７５％へ低下しているから，世帯構造間寄与度は１５％

から２５％へ上昇している。しかし，世帯構造間分散の上昇が不平等全体の動向

を規定するほどではなく，全体の分散の動向を規定しているのは，やはり世帯

構造集団内の加重平均である（付表４－３，表４－６）。

ｄ．世帯業態集団

世帯業態の加重集団内 Theil測度の母集団全体の Theilへの寄与度が，この

３０年間で９２％以上から８５％へ低下しているから，世帯業態間寄与度は８％から

１８％へ上昇している（表４－２）。しかし，加重集団内 Theilと母集団全体の

Theilの時系列変動は，２０００年以降を除いてほとんど同じである（付表４－１）。

つまり，２０００年以降の母集団全体の Theilの上昇は，加重集団内 Theilが低下

しているから，世帯業態間 Theilの上昇による。世帯業態要因に関してもMLD

による結果は，Theil測度による結果と同様である（付表４－２，表４－４）。

世帯業態の加重集団内MLDの母集団全体のMLDへの寄与度が，この３０年間

で９１％以上から８２％へ低下しているから，世帯業態間寄与度は約９％から１８％

へ上昇している。加重集団内MLDと母集団全体のMLDの時系列変動は，

２００４年までほとんど同じである。

世帯業態要因に関しても絶対的不平等測度の寄与度の動向については，相対

測度の場合とほぼ同様である（付表４－３，表４－６）。加重集団内分散の母

集団全体の分散への寄与度が，この３０年間で９３％から８５％へ低下しているから，

世帯業態間寄与度は約７％から１５％へ上昇している。そして，母集団全体の絶

対的不平等度と加重集団内分散の時系列変動は同一である。

－８６－ 絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解



５．２要因集団内不平等度

この最後の節で近年の所得分配に関して検討されることは，母集団全体の不

平等度を規定している加重集団内不平等度を規定しているのは，どの部分集団

内不平等度か，そしてそれに集団間不平等や部分集団内所得比または人口比が

どのように係っているのか，またこれらのことがこの３０年間変わらないのか，

変化しているのかなどである。

ａ．世帯主年齢集団

第２節で明らかにされたように，我が国における世帯所得の相対不平等度は

１９８０年代初頭から約２５年間，上昇傾向にあるが，その主たる原因は不平等度の

高い高齢者世帯の増加と考えられている16)。そこで，母集団全体の不平等度を

規定する要因として世帯主年齢間不平等度は相対的に大きくないから，夫々の

世帯主年齢区分内の不平等度を検討する必要がある。世帯主年齢集団内 Theil

測度の推移を示す図５－１によると，他の年齢集団の年齢区間幅より広い「２９

歳以下」年齢集団を除くと，１９７０年代中期以降の３０年間，年齢が上昇するにつ

れて，Theil測度による年齢要因集団内不平等度が上昇するといえる。とくに，

高い不平等度を示す「５０～５９歳」，「６０～６９歳」および「７０歳以上」の３集団，

夫々の所得比17)がこの３０年間上昇傾向にあるから，相対的不平等を重視するな

らば，高齢者世帯の所得分配に注目する必要があろう（付表５－２）。

最近の３０年間において年齢が上昇するにつれて年齢要因集団内不平等度が上

昇するのは，MLDで計測しても同様である（図５－２）。また，高い相対的不

平等度を示すのが，「５０～５９歳」，「６０～６９歳」および「７０歳以上」の３集団で

あることも Theil測度の場合と同じである。さらにまた，「５０～５９歳」集団の

人口比18)は常に高いし，高齢者世帯の人口比は上昇傾向にあるから，最近の所

得不平等度を主として規定しているのは，世帯主が５０歳以上の世帯である（付

表５－３）。そして，世帯主年齢集団間不平等度は若干，上昇しているものの，

確かに年齢集団内不平等に大きな時系列変動が観察されないから19)，相対不平

16) 大竹（1994）。
17) 所得比は Theil測度の加重に用いられる。
18) 人口比はMLDの加重に用いられる。

絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解 －８７－
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等度の近年の上昇は高齢者世帯の増加が一因といえよう。

世帯主年齢が「２９歳以下」から５９歳くらいまで年齢が上昇するにつれて，絶

対的不平等度は上昇するが，それ以上の高齢者世帯になるといくぶん低下する

（図５－３）。世帯主年齢集団の平均所得は若年世代から中年世代まで上昇し，

高齢期には低下することはよく知られている。絶対型不平等測度は所得規模の

絶対差を測っているから，分散のこの変動はこの平均所得の変動に対応してい

る。それでも絶対的不平等度を主として規定しているのは，「５０～５９歳」，

「６０～６９歳」および「７０歳以上」の３集団であることは，相対不平等測度の場

合と同じである。とくに，１９９０年代半ば以降における絶対的不平等度の低下傾

19) 但し，29歳以下の若年世帯集団内相対不平等度に若干上昇傾向がみられる。

図５－１ 世帯主年齢集団内 Theil測度の推移

（資料）付表５－１により作成。
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向は，年齢集団間不平等がほぼ一定だから，この３集団の不平等度の低下と６０

歳以上の高齢者世帯の人口比の上昇の影響であるといえる（付表５－３）。し

かし，１９７０年代中期から１９９０年代中期の絶対的不平等の上昇は，年齢集団間不

平等の上昇と夫々の年齢集団内不平等の上昇によるものであり，高齢者世帯の

増加が主因とは必ずしもいえない。

ｂ．世帯業態

１９７０年代中期からの約２５年間，「雇用者世帯」および「自営業者世帯」以外

の「その他の世帯」集団の Theil測度による相対的不平等度が一番高いのは，

その中に無職の高齢者世帯が多く含まれているからである（表５－１）。そし

て，無職の高齢者世帯の中には年金受給世帯もあれば無年金の世帯もある。「そ

の他の世帯」の所得比がその人口比の上昇傾向を反映して，この３０年間上昇傾

図５－２ 世帯主年齢集団内MLDの推移

（資料）付表５－４により作成。
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表５－１ 世帯業態集団内 Theil測度

所得年 雇用者世帯 自営業者世帯 その他の世帯

１９７５ ０．１４４４ ０．２２１９ ０．３３０５
１９８０ ０．１３０２ ０．１８８６ ０．３１４１
１９８５ ０．１６１４ ０．２９６１ ０．３２１５
１９９０ ０．１６４３ ０．２８８７ ０．３２５８
１９９５ ０．１６４９ ０．２８７６ ０．３４０６
２０００ ０．１８５６ ０．３０２５ ０．２９１８
２００４ ０．１８３９ ０．３０２７ ０．２８９４

（資料）表２－１に同じ。

図５－３ 世帯主年齢集団内分散の推移

（資料）付表５－５により作成。

－９０－ 絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解



向にあるが，これはまた高齢者世帯の増加を反映している（付表５－６，付表

５－７）。また，２１世紀に入って「自営業者世帯」の不平等度が「その他の世

帯」のそれと同じ程度になっているので，この２つの世帯集団の相対的不平等

度のウエイトが近年増大している。さらに，母集団全体の不平等度を規定して

いる世帯として，相対的不平等度は低いものの，全体の不平等度と同様に上昇

傾向を示し，所得比が７０％以上ある「雇用者世帯」も重要である。したがって，

全体の相対的不平等度の上昇傾向は，世帯業態間不平等の上昇傾向と３つの世

帯業態集団内不平等度の夫々の上昇傾向とを反映しているといえる。世帯集団

内の不平等に関する相対的測度としてのMLDの結果は，Theil測度による結

果とほとんど同じである。MLDが一番低いのは「雇用者世帯」であり，一番

高いのは１９９０年代半ば頃まで「その他の世帯」である（表５－２）。したがっ

て，近年の母集団全体の不平等度を規定しているのは，この「その他の世帯」

と２１世紀に入って一番高い不平等度を示しそれが上昇傾向にある「自営業者世

帯」と従来から最大の人口比をもちMLDが上昇傾向にある「雇用者世帯」と

である。

最近の３０年間において絶対的不平等度が一番高い世帯集団は，相対的不平等

の場合と違って「自営業者世帯」であり，一番低い世帯集団は「その他の世帯」

である（表５－３）。１９７０年代半ばから１９９０年代初頭頃までの母集団全体の絶

対的不平等度の上昇傾向は，世帯業態間不平等の上昇傾向と３つの世帯業態集

団内不平等度の夫々の上昇傾向とで説明される。１９９０年代半ば以降，「自営業

者世帯」と「その他の世帯」に関する分散が低下し，分散の加重に用いられる

表５－２ 世帯業態集団内MLD

所得年 雇用者世帯 自営業者世帯 その他の世帯

１９７５ ０．１５９９ ０．２５００ ０．３２８４
１９８０ ０．１４５３ ０．１９５６ ０．３０４３
１９８５ ０．１７０７ ０．２９５９ ０．３１１１
１９９０ ０．１７６７ ０．３０８０ ０．３１４１
１９９５ ０．１８２３ ０．３１１０ ０．３３２８
２０００ ０．２１３３ ０．３２６２ ０．２９８６
２００４ ０．２１３２ ０．３２９１ ０．３０００

（資料）表２－１に同じ。

絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解 －９１－



人口比が低下している「雇用者世帯」の分散はやや上昇しているから，母集団

全体の分散の低下は前２者の世帯集団の分散の影響のようであり，これにはこ

の時期の家計の実質所得の低下が係っている。しかし，もともと最大の人口比

の「雇用者世帯」の所得分配の絶対的不平等度と世帯業態間絶対的不平等度が

最近の３０年間持続的に上昇していることは，注目に値する。

ｃ．世帯規模集団

世帯規模集団において相対的不平等度（Theil）が一番低いのは，１９７０年代

中期から１９９０年代初期は「４人世帯」で，１９９０年代中期以降は「６人以上世

帯」であり，一番不平等度が高いのは，最近の約３０年間「単身世帯」である（表

５－４）。そこでとくに１９９０年代中期以降については，世帯人数が減少するに

つれて相対的不平等度が上昇するといえる。全体の不平等度を規定しているの

は，主として「単身世帯」，「２人世帯」および「３人世帯」集団の不平等度と

所得比の高い「４人世帯」集団の不平等度である。とくに，従来から不平等度

表５－３ 世帯業態集団内分散

所得年 雇用者世帯 自営業者世帯 その他の世帯

１９７５ ６．８５０ ９．００９ ４．３９５
１９８０ ７．８４６ １０．７０２ ５．５９１
１９８５ １３．２１３ ２５．２１５ ７．１０４
１９９０ １７．６５４ ３１．７４４ ９．１５６
１９９５ １８．８４６ ３０．０３４ １１．２６６
２０００ １９．８９８ ２８．１３３ ８．４７９
２００４ １９．７６８ ２６．０２９ ７．４１６

（資料）表２－１に同じ。

表５－４ 世帯規模集団内 Theil測度

所得年 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上

１９７５ ０．２３１７ ０．２２２８ ０．１５８８ ０．１２５１ ０．１２８６ ０．１２８６
１９８０ ０．２３９０ ０．２０４２ ０．１３３４ ０．１０６５ ０．１１０５ ０．１１７０
１９８５ ０．２７５０ ０．２５２９ ０．１７８８ ０．１４３０ ０．１５４１ ０．１５８８
１９９０ ０．２８８６ ０．２３９１ ０．１６８９ ０．１４６０ ０．１５１２ ０．１５００
１９９５ ０．２７６４ ０．２２０６ ０．１７５６ ０．１３６４ ０．１４０７ ０．１２１６
２０００ ０．３１８３ ０．２５２９ ０．１８８３ ０．１５９８ ０．１４３０ ０．１４２９
２００４ ０．３１６０ ０．２５５６ ０．１８５４ ０．１５２０ ０．１２９３ ０．１２４５

（資料）表２－１に同じ。

－９２－ 絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解



は高いが所得比の低くかった「単身世帯」集団の所得比が，１９９０年代以降のこ

の集団の人口比の急上昇に伴い上昇傾向にあることが注目される（付表５－８，

付表５－９）。「単身世帯」および「２人世帯」の不平等度が高いのは，両集団

の中に不平等度の高い高齢者世帯が高い比率で含まれているからであり，さら

に若年者世帯と高所得の高齢者世帯との間の高い不平等度が表れているのであ

ろう。したがって，全体の相対的不平等度の上昇傾向は，世帯規模間不平等の

上昇傾向と世帯人数の少ない世帯集団内不平等度の夫々の上昇傾向とを反映し

ているといえる。相対的不平等度としてのMLDを用いても，上と全く同じこ

とがいえる。つまり，世帯規模集団において不平等度が一番低いのは，１９７０年

代から１９９０年代初期は「４人世帯」集団で，１９９０年代中期以降は「６人以上世

帯」集団であり，一番不平等度が高いのは，最近の約３０年間「単身世帯」であ

る（表５－５）。そしてとくに，１９９０年代中期以降については，世帯人数が減

少するにつれて相対的不平等度は上昇するといえる。全体の不平等度を規定し

ているのは，主として「単身世帯」，「２人世帯」および「３人世帯」集団の不

平等度と，MLDの加重に用いられる人口比が近年低下傾向にあるものの１９９０

年代半ば頃までその比率が高い「４人世帯」集団の不平等度である。その意味

でも「単身世帯」および「２人世帯」の夫々の人口比が，高齢者世帯の増加を

反映して１９７０年代半ば以降急上昇していることに留意する必要があろう。

世帯規模集団については絶対的不平等度と相対的不平等度とではその結果が

全く異なる（表５－６）。絶対的不平等度としての分散が一番小さいのは「単

身世帯」であり，一番大きいのは「６人以上世帯」集団で，したがって世帯人

表５－５ 世帯規模集団内MLD

所得年 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上

１９７５ ０．２３５７ ０．２４７６ ０．１７３８ ０．１３５３ ０．１４２８ ０．１４５８
１９８０ ０．２３４１ ０．２１７４ ０．１４１２ ０．１１０５ ０．１１６４ ０．１２３４
１９８５ ０．２６３２ ０．２５１１ ０．１８１４ ０．１４２６ ０．１５４０ ０．１６１２
１９９０ ０．２７７４ ０．２４５３ ０．１７６２ ０．１５１７ ０．１６１６ ０．１５５３
１９９５ ０．２７８８ ０．２３４８ ０．１８７８ ０．１４３７ ０．１４６９ ０．１３３１
２０００ ０．３１５３ ０．２６０６ ０．２０４８ ０．１７８０ ０．１５８７ ０．１６３０
２００４ ０．３１１５ ０．２５６３ ０．２０３９ ０．１６７７ ０．１４７７ ０．１４２１

（資料）表２－１に同じ。

絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解 －９３－



数が増加するにつれて絶対的不平等度は上昇するようである20)。世帯規模が大

きくなるにつれて世帯の所得規模が大きくなり，絶対測度は所得規模の絶対差

を測っているからである。全体の不平等度を規定しているのは，主として「３

人世帯」，「４人世帯」，「５人世帯」および「６人以上世帯」集団の不平等度で

あり，とくに１９９０年代中期以降における全体の不平等度の低下傾向もこれらの

集団内分散の夫々の低下傾向を反映している。これにたいし，「単身世帯」お

よび「２人世帯」集団の夫々の絶対的不平等度が１９９０年代中期以降も低下傾向

にないうえに，分散の加重に用いられる夫々の集団の人口比が１９７０年代半ば以

降急上昇している。とくに，集団内絶対的不平等度の大きさからみて，「２人

世帯」集団は１９８０年代半ばから全体の不平等度を規定しているグループに入っ

たといえよう。また，１９９０年代中期頃までの全体の絶対的不平等度の上昇傾向

は，世帯規模間不平等の上昇傾向と世帯人数の多い世帯集団内不平等度の夫々

の上昇傾向とを反映しているといえる。

ｄ．世帯構造

さて，世帯構造集団において Theil測度で測った所得分配の不平等度が低い

のは，「三世代世帯」および「夫婦と未婚の子のみの世帯」集団であり，一番

不平等度が高いのは「単独世帯」であり，「夫婦のみの世帯」がそれに続く（表

５－７）。つまり，これらは世帯人数が減少するにつれて相対的不平等度が上

昇する現象を反映している。全体の相対的不平等度を規定しているのは，所得

20) この上昇傾向は1980年代半ばから1990年代半ば頃までがとくに強かったようであ
る。

表５－６ 世帯規模集団内分散

所得年 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上

１９７５ ２．８０５ ６．３７５ ６．５２６ ６．４１２ ７．６６４ ８．３６１
１９８０ ３．１３６ ７．６１６ ７．５４３ ６．９７３ ８．４９０ １０．９９６
１９８５ ４．０２１ １２．９３７ １３．４１５ １３．４１４ １６．８３５ ２１．３７３
１９９０ ５．７４８ １４．６８０ １６．５９８ １９．１２９ ２２．０７７ ２６．４８５
１９９５ ５．９４９ １４．７１４ １９．５４５ ２０．７１４ ２２．３７３ ２５．５２４
２０００ ６．５７２ １５．７９４ １９．２７８ ２０．７３７ ２０．７４８ ２６．０８２
２００４ ５．１２０ １５．５０５ １８．４５０ １９．８５５ １８．５５６ ２１．６６０

（資料）表２－１に同じ。

－９４－ 絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解



比は低いがそれが上昇している「単独世帯」，所得比が上昇傾向にある「夫婦

のみの世帯」および不平等はそれほど高くないが所得比が一番高い「夫婦と未

婚の子のみの世帯」である（付表５－１０）。とくに，「単独世帯」と「夫婦のみ

の世帯」の夫々の所得比の上昇以上に夫々の人口比の上昇が著しい（付表

５－１１）。ここにも世帯の高齢化，つまり老齢単身世帯や老齢夫婦世帯の増加

の影響が反映されている。相対的不平等度としてのMLDを用いても，Theil

測度の場合とほぼ同じことがいえる。MLDで測った所得分配の不平等度が低

いのは，「三世代世帯」および「夫婦と未婚の子のみの世帯」集団であり，一

番不平等度が高いのは「単独世帯」であり，それに次ぐのは「夫婦のみの世帯」

である21)（表５－８）。また，全体のMLDを規定しているのは，人口比が最近

の３０年間共に上昇傾向にある「単独世帯」と「夫婦のみの世帯」であり，さら

にMLDは低いが人口比が一番高い「夫婦と未婚の子のみの世帯」集団である。

人口比は低いが Theil測度の場合と同じようにMLDによる不平等度が１９９０年

代以降二番目に高くなった「一人親と未婚の子のみの世帯」集団にも注目する

必要があろう。

世帯構造要因についても絶対測度と相対測度とではその結果がかなり異なる。

絶対的不平等度としての分散が一番小さいのは「単独世帯」であり，「一人親

と未婚の子のみの世帯」がそれに次ぎ，一番大きいのは「三世代世帯」であり，

21) 1990年代から21世紀初頭においては，「一人親と未婚の子のみの世帯」が二番目に
不平等が高い。

表５－７ 世帯構造集団内 Theil測度

所得年 単 独 夫婦のみ
夫婦と

未婚子のみ
一人親と
未婚子のみ

三世代

１９７５ ０．２３１７ ０．２１４１ ０．１３３６ ０．２２１６ ０．１２８４
１９８０ ０．２３９０ ０．２０６１ ０．１１３０ ０．１５８９ ０．１１５２
１９８５ ０．２７５０ ０．２５３５ ０．１４６７ ０．２２１９ ０．１５６４
１９９０ ０．２８８６ ０．２３６４ ０．１４９５ ０．２１１５ ０．１４８２
１９９５ ０．２７６４ ０．２１６０ ０．１４１５ ０．２３３５ ０．１３８３
２０００ ０．３１８３ ０．２４５９ ０．１５５８ ０．２６７９ ０．１５７２
２００４ ０．３１６０ ０．２５１５ ０．１５２５ ０．２２０９ ０．１３４０

（資料）表２－１に同じ。

絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解 －９５－



それに次ぐのが「夫婦と未婚の子のみの世帯」または「夫婦のみの世帯」であ

る（表５－９）。したがって，世帯人数が増加するにつれて絶対的不平等度が

上昇する傾向が現れているようである。ここでも，絶対型不平等測度が所得規

模の絶対差を測っている特徴が現れている。母集団全体の絶対的不平等度を規

定しているのは，人口比は高くないものの「三世代世帯」，低下傾向にあるも

のの人口比が一番高い「夫婦と未婚の子のみの世帯」および人口比が上昇傾向

にある「夫婦のみの世帯」集団である。つまり，１９７０年代中期から１９９０年代中

期頃までの母集団全体の絶対的不平等度の上昇傾向は，「三世代世帯」，「夫婦

と未婚の子のみの世帯」および「夫婦のみの世帯」の夫々の集団内不平等の上

昇と世帯構造集団間不平等の上昇傾向とで説明される。さらに，１９９０年代半ば

以降における母集団全体に関する絶対測度の低下傾向は，「三世代世帯」およ

表５－８ 世帯構造集団内MLD

所得年 単 独 夫婦のみ
夫婦と

未婚子のみ
一人親と
未婚子のみ

三世代

１９７５ ０．２３５７ ０．２４４１ ０．１４３１ ０．２３１４ ０．１４８７
１９８０ ０．２３４１ ０．２２０６ ０．１１７１ ０．１７２６ ０．１２３２
１９８５ ０．２６３２ ０．２５３４ ０．１４６８ ０．２１７０ ０．１５９３
１９９０ ０．２７７４ ０．２４０４ ０．１５２２ ０．２２９０ ０．１５８３
１９９５ ０．２７８８ ０．２２６５ ０．１４７９ ０．２５９８ ０．１５０６
２０００ ０．３１５３ ０．２５０５ ０．１６７８ ０．２８３３ ０．１８２９
２００４ ０．３１１５ ０．２４６５ ０．１６５１ ０．２５０６ ０．１５６０

（資料）表２－１に同じ。

表５－９ 世帯構造集団内分散

所得年 単 独 夫婦のみ
夫婦と

未婚子のみ
一人親と
未婚子のみ

三世代

１９７５ ２．８０５ ６．８９８ ６．４８１ ４．８１５ ８．０２５
１９８０ ３．１３６ ８．２０７ ７．２５１ ４．７５８ ９．５１５
１９８５ ４．０２１ １４．６７２ １２．９７７ ８．１９４ １９．０５８
１９９０ ５．７４８ １５．８５３ １８．７７７ ９．３０６ ２３．０２５
１９９５ ５．９４９ １５．６５４ １９．１７８ １１．４２１ ２６．４６２
２０００ ６．５７２ １７．１１９ １８．５９４ １１．５９５ ２５．４７７
２００４ ５．１２０ １７．０６８ １８．２４０ ７．０１０ ２０．９４５

（資料）表２－１に同じ。

－９６－ 絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解



び「夫婦と未婚の子のみの世帯」の集団内の絶対的不平等度の低下傾向を反映

している。

お わ り に

相対不平等測度としての Theil測度および平均対数偏差（MLD）によると，

我が国の全世帯の所得分配の相対不平等度は１９８０年代初頭頃から２００４年頃まで

上昇傾向にある。この傾向は拙稿（２００７）において『国民生活基礎調査』の年

次データを利用して計測された Gini係数，Theil測度および Atkinson測度で明

らかにされた結果とほぼ同一である。分散で計った絶対不平等度は，１９７０年代

中期頃から１９９０年代半ば頃まで上昇傾向を示し，それ以降，低下傾向にある。

この結果は拙稿（２００７）における絶対不平等測度としての Kolm測度の計測結

果を支持している。

全体の不平等度を規定する世帯属性として世帯主年齢，世帯規模，世帯構造

および世帯業態が採用され，要因集団間寄与度は，世帯構造要因と世帯規模要

因とで大きく，世帯業態要因と世帯主の年齢要因がそれに次いで大きく，また

この４要因のこの序列は最近の３０年間変わらず，しかも絶対不変測度でも相対

不変測度でも要因集団間寄与度に関しては同じ結果であることが明らかにされ

た。ここで採用されている所得概念は，世帯の構造を調整していない「世帯総

所得」だから，母集団全体の不平等度を規定する要因として世帯構造要因と世

帯規模要因が大きいのは当然で，世帯主年齢要因や世帯業態要因が決して小さ

いわけではなく，夫々の世帯集団内不平等度が高いのである。

相対測度の集団間寄与度は，１９７０年代中期からの約３０年間４要因ともだいた

い上昇傾向にあるといえる。絶対不平等測度の集団間寄与度は，１９９０年代半ば

まで全体の不平等度の上昇傾向の部分として，どの要因についてもだいたい上

昇しているが，それ以降では，全体的絶対不平等度の低下傾向にほとんど反映

されていない。このことは集団間絶対不平等度についてもほとんど同様で，４

要因とも集団間分散は１９７０年代中期頃から１９９０年代半ば頃まで上昇しているが，

それ以降，母集団全体の絶対不平等度と同様に低下しているのは，年齢集団間

絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解 －９７－



分散である。要因集団間相対測度の変動傾向は，４要因とも全体的相対不平等

度の変動傾向とほとんど同じである。つまり，要因集団間の相対不平等測度に

関しては，相対的にも絶対的にも４要因とも全体的相対測度の変動に類似した

パターンを示している。

１９７０年代中期以降の３０年間，世帯主の年齢が上昇するにつれて，Theil測度

によってもMLDによっても年齢要因集団内不平等度は上昇する。とくに高い

相対的不平等度を示すのが，「５０～５９歳」，「６０～６９歳」および「７０歳以上」の

３集団であり，さらにまた，「５０～５９歳」集団の人口比は常に高いし，高齢者

世帯の人口比は上昇傾向にあるから，最近の所得不平等度を主として規定して

いるのは，世帯主が５０歳以上の世帯である。そして，世帯主年齢集団間不平等

度は若干，上昇しているものの，年齢集団内不平等度に大きな時系列変動が観

察されないから，相対不平等度の近年の上昇は高齢者世帯の増加が一因といえ

よう。世帯主年齢が「２９歳以下」から５９歳くらいまで年齢が上昇するにつれて，

年齢集団内絶対的不平等度は上昇するが，それ以上の高齢者世帯になるといく

ぶん低下する。１９９０年代半ば以降における絶対的不平等度の低下傾向は，年齢

集団間不平等度がほぼ一定だから，５０歳以上の年齢集団内不平等度の低下と６０

歳以上の高齢者世帯の人口比の上昇の影響であるといえる。しかし，１９７０年代

中期から１９９０年代中期における絶対的不平等度の上昇は，年齢集団間不平等度

の上昇と夫々の年齢集団内不平等度の上昇によるものである。

１９７０年代中期からの約２５年間，「雇用者世帯」および「自営業者世帯」以外

の「その他の世帯」集団の Theil測度およびMLDが一番高いのは，その中に

無職の高齢者世帯が多く含まれているからである。全体の相対的不平等度の上

昇傾向は，世帯業態間不平等の上昇傾向と３つの世帯業態集団内不平等度の

夫々の上昇傾向とを反映しているが，これにはまた高齢者世帯の増加が間接的

に反映されている。ところが，最近の３０年間において絶対的不平等度が一番高

い世帯集団は，相対測度の場合と違って「自営業者世帯」であり，一番低い世

帯集団は「その他の世帯」である。１９７０年代半ばから１９９０年代初頭頃までの母

集団全体の絶対的不平等度の上昇傾向は，世帯業態間不平等の上昇傾向と３つ

の世帯業態集団内不平等度の夫々の上昇傾向とで説明される。その後の母集団

－９８－ 絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解



全体の絶対的不平等度の低下は「自営業者世帯」および「その他の世帯」集団

の絶対的不平等度の影響のようであり，これにはこの時期の家計の実質所得の

低下が係っている。

世帯規模集団において相対的不平等度（Theil測度およびMLD）が一番低い

のは，１９７０年代中期から１９９０年代初期は「４人世帯」集団で，１９９０年代中期以

降は「６人以上世帯」集団であり，一番不平等度が高いのは，最近の約３０年間

「単身世帯」である。そしてとくに，１９９０年代中期以降については，世帯人数

が減少するにつれて相対的不平等度は上昇するといえる。全体の相対的不平等

度の上昇傾向は，世帯規模間不平等の上昇傾向と世帯人数の少ない世帯集団内

不平等度の夫々の上昇傾向とを反映しているといえる。従来から不平等度の高

い「単身世帯」および「２人世帯」の不平等度の上昇に，ここでもまた高齢者

世帯の増加が間接的に反映されている。世帯規模集団については絶対測度と相

対測度とではその結果が全く異なり，絶対的不平等度が一番低いのは「単身世

帯」であり，一番高いのは「６人以上世帯」集団で，したがって世帯人数が増

加するにつれて絶対的不平等度は上昇するようである。世帯規模が大きくなる

につれて世帯の所得規模が大きくなり，絶対測度は所得規模の絶対差を測って

いるからである。１９７０年代半ばから１９９０年代中期頃までの全体の絶対的不平等

度の上昇傾向は，世帯規模間不平等の上昇傾向と世帯人数の多い世帯集団内不

平等度の夫々の上昇傾向とを反映しているといえる。

世帯構造集団において相対測度（Theil測度およびMLD）で測った所得分配

の不平等度が低いのは，「三世代世帯」および「夫婦と未婚の子のみの世帯」

集団であり，一番不平等度が高いのは「単独世帯」であり，「夫婦のみの世帯」

がそれに続く。これらは世帯人数が減少するにつれて相対的不平等度が上昇す

る現象を反映している。とくに，「単独世帯」と「夫婦のみの世帯」の夫々の

所得比の上昇以上に夫々の人口比の上昇が著しい点に，老齢単身世帯や老齢夫

婦世帯の増加の影響が反映されている。したがって，全体の相対的不平等度の

上昇傾向を規定しているのは，世帯構造集団間不平等度の上昇傾向と「単独世

帯」および「夫婦のみの世帯」集団内不平等度の上昇傾向とである。世帯構造

要因についても絶対測度と相対測度とではその結果がかなり異なる。絶対的不

絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解 －９９－



平等度が一番低いのは「単独世帯」であり，「一人親と未婚の子のみの世帯」

がそれに次ぎ，一番高いのは「三世代世帯」であり，それに次ぐのが「夫婦と

未婚の子のみの世帯」または「夫婦のみの世帯」であり，世帯人数が増加する

につれて絶対的不平等度が上昇する傾向が現れている。とくに，１９７０年代中期

から１９９０年代中期頃までの母集団全体の絶対的不平等度の上昇傾向は，「三世

代世帯」，「夫婦と未婚の子のみの世帯」および「夫婦のみの世帯」の夫々の集

団内不平等の上昇と世帯構造集団間不平等の上昇傾向とで説明される。

以上のように，絶対不変測度と相対不変測度とで所得分配に関する実証結果

がかなり異なることがある。それには両測度の性質の違いなり，価値判断の違

いが現れているのである。つまり，ある所得分配において，すべての所得が等

額変化した場合，不平等は不変と判断するのが絶対不変測度であり，すべての

所得が等比例的に変化した場合，不平等は不変と判断するのが相対不変測度で

ある。相対性と絶対性とを混合した中間型測度も提案されていて22)，その混合

の仕方によって無数の不平等測度を作成できるが，不平等についての実証研究

においては少なくともその両端の測度を平等に採用することが望ましい。

22) Kolm (1976, 1976a).

付表４－１ Theil測度の要因分解（２）

所得年
世帯構造
集団間

加重世帯
構造内

世帯業態
集団間

加重世帯
業態内

１９７５ ０．０３１２ ０．１５１１ ０．０１５６ ０．１６９８
１９８０ ０．０３７５ ０．１３５０ ０．０２０６ ０．１５３８
１９８５ ０．０４５０ ０．１７４０ ０．０２５１ ０．２００１
１９９０ ０．０５２９ ０．１７４３ ０．０３１８ ０．２００４
１９９５ ０．０６２５ ０．１６９８ ０．０３２０ ０．２０１８
２０００ ０．０６４２ ０．１９５２ ０．０３８６ ０．２１９２
２００４ ０．０８０４ ０．１８８３ ０．０４９０ ０．２１６９

（資料）表２－１に同じ。

－１００－ 絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解



付表４－２ MLDの要因分解（２）

所得年
世帯構造
集団間

加重世帯
構造内

世帯業態
集団間

加重世帯
業態内

１９７５ ０．０３５９ ０．１７３９ ０．０１９０ ０．１９５３
１９８０ ０．０４４５ ０．１５２２ ０．０２４９ ０．１７５４
１９８５ ０．０５４２ ０．１８５６ ０．０３０４ ０．２１５２
１９９０ ０．０６２８ ０．１９３１ ０．０３８５ ０．２２２４
１９９５ ０．０７１８ ０．１９６１ ０．０３７８ ０．２３０８
２０００ ０．０７２６ ０．２２６４ ０．０４４６ ０．２５２３
２００４ ０．０９２２ ０．２２１０ ０．０５６２ ０．２５３９

（資料）表２－１に同じ。

付表４－３ 分散の要因分解（２）

所得年
世帯構造
集団間

加重世帯
構造内

世帯業態
集団間

加重世帯
業態内

１９７５ １．０９０９ ６．２８５５ ０．５２２９ ７．０８１４
１９８０ １．５９８０ ７．２０８２ ０．８５４８ ８．０９６７
１９８５ ２．３３３６ １２．９６１６ １．２５８７ １４．４８９９
１９９０ ３．６１８１ １６．４０９０ ２．０７７４ １８．３４７８
１９９５ ４．７１０６ １６．４９８１ ２．２５７０ １８．９１１８
２０００ ４．１５９０ １６．３４４３ ２．４５１６ １８．３６５０
２００４ ４．８５３３ １４．７３６０ ２．９７７６ １７．０６２６

（資料）表２－１に同じ。

付表５－１ 世帯主年齢集団内 Theil測度

所得年 ２９歳以下 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６９歳 ７０～（７９歳）８０歳以上

１９７５ ０．１２６０ ０．１１０３ ０．１４６７ ０．１８５０ ０．２３２９ ０．３５７４
１９８０ ０．１４０３ ０．０９５７ ０．１２１３ ０．１７１７ ０．２４１６ ０．３２４４
１９８５ ０．１４９９ ０．１２１３ ０．１５２７ ０．２１１５ ０．２９８２ ０．３９８９ ０．４２３６
１９９０ ０．１７４９ ０．１２５４ ０．１６０１ ０．１９７８ ０．２８３１ ０．３５６６
１９９５ ０．１８０１ ０．１０５２ ０．１４９６ ０．１９１０ ０．２７５１ ０．３６７２ ０．４６４４
２０００ ０．２０６０ ０．１３１２ ０．１５７４ ０．２０８５ ０．２９３３ ０．３４５２ ０．４２５５
２００４ ０．２０２０ ０．１４４９ ０．１６４９ ０．２０６０ ０．２８０３ ０．３３７６ ０．４４０８

（資料）表２－１に同じ。

絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解 －１０１－



付表５－２ 世帯主年齢別所得比 単位：％

所得年 ２９歳以下 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６９歳 ７０歳以上

１９７５ ９．０７０ ２０．２９４ ２８．４０７ ２３．７０３ １３．４６１ ５．０６４
１９８０ ５．０９７ ２２．３６２ ２６．６９８ ２６．４８２ １２．６５５ ６．７０６
１９８５ ４．０２０ １９．４６２ ２５．７４７ ２８．１８４ １４．７１６ ７．８７１
１９９０ ４．００８ １３．５７１ ２７．１１３ ２９．８５０ １７．２８９ ８．１７０
１９９５ ４．５７３ １２．８９１ ２５．３８９ ２８．４８１ １８．９７９ ９．６８８
２０００ ３．５９２ １１．３３４ １９．８０９ ３０．１１６ １９．９９０ １５．１６０
２００４ ２．４６２ １０．７６７ １８．７００ ２９．３９２ ２０．５７０ １８．１１０

（資料）厚労省『国民生活基礎調査』各年版により作成。

付表５－３ 世帯主年齢別人口比 単位：％

２９歳以下 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６９歳 ７０歳以上

１９７５ １３．１７７ ２１．１２４ ２５．７７９ １９．７８５ １３．９２８ ６．２０７
１９８０ ８．３９４ ２３．３２４ ２４．５８１ ２２．２３７ １３．１４８ ８．３１６
１９８５ ６．８７３ ２１．２８１ ２３．３２２ ２３．１８２ １５．２５８ １０．０８５
１９９０ ７．１９１ １４．７８５ ２３．９４９ ２４．０２１ １８．２８７ １１．７６８
１９９５ ８．１３０ １４．１９３ ２２．３５８ ２１．９１６ １９．７４４ １３．６５９
２０００ ６．４４７ １２．３６５ １６．５９３ ２２．６７１ ２１．８１１ ２０．１１２
２００４ ４．６８７ １１．１１３ １４．８５６ ２２．４０２ ２２．１０８ ２４．８３４

（資料）付表５－２に同じ。

付表５－４ 世帯主年齢集団内MLD

所得年 ２９歳以下 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６９歳 ７０～（７９歳）８０歳以上

１９７５ ０．１３３３ ０．１２０９ ０．１６５８ ０．２２３６ ０．２８２７ ０．４２２５
１９８０ ０．１５３４ ０．１０４１ ０．１３１２ ０．２０２９ ０．２７９８ ０．３６１２
１９８５ ０．１６１２ ０．１２４９ ０．１６３８ ０．２３７１ ０．３２０３ ０．４２１４ ０．４５２９
１９９０ ０．１８４９ ０．１３２０ ０．１７５３ ０．２３１８ ０．３０３５ ０．３８４２
１９９５ ０．１９８３ ０．１１２１ ０．１７３８ ０．２２６０ ０．３０３９ ０．３９１１ ０．４９９７
２０００ ０．２３５４ ０．１４９１ ０．１８６０ ０．２５４７ ０．３１９３ ０．３５５９ ０．４４６７
２００４ ０．２３７６ ０．１６８８ ０．２０２９ ０．２５０８ ０．３０３５ ０．３５２５ ０．４５８１

（資料）表２－１に同じ。

－１０２－ 絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解



付表５－５ 世帯主年齢集団内分散

所得年 ２９歳以下 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６９歳 ７０～（７９歳）８０歳以上

１９７５ ２．５８４ ４．２０７ ７．１９２ １０．２４５ ８．７５１ １０．１１１
１９８０ ２．６８５ ４．５３１ ７．４２６ １２．０５６ １１．７４３ １１．８３３
１９８５ ３．３２３ ７．０５６ １２．６３８ ２０．９５９ ２０．４７４ １９．９３５ １６．３６８
１９９０ ４．８９５ ９．４８９ １７．９８３ ２５．３６７ ２３．７９５ １６．８１９
１９９５ ５．３７９ ８．０４９ １６．９２７ ２７．８９０ ２４．６６２ １９．５３４ ２５．０４１
２０００ ５．０４２ ８．４４３ １６．６７２ ２７．０４８ ２１．１２９ １９．２５９ １８．９６３
２００４ ３．８４０ ９．４５５ １７．７６７ ２４．５０３ １９．４９０ １６．３６９ １８．９０６

（資料）表２－１に同じ。

付表５－６ 世帯業態別所得比
単位：％

所者年 雇用者世帯 自営業者世帯 その他の世帯

１９７５ ７４．０６４ ２１．０６２ ４．８７５
１９８０ ７４．０９４ １９．２０６ ６．７００
１９８５ ７２．７６０ １９．３５１ ７．８８８
１９９０ ７３．６８２ １７．１５１ ９．１６８
１９９５ ７４．５１０ １４．７５２ １０．７３８
２０００ ６９．９８７ １６．３０６ １３．７０７
２００４ ７０．４４５ １３．８８６ １５．６６９

（資料）付表５－２に同じ。

付表５－７ 世帯業態別人口比
単位：％

雇用者世帯 自営業者世帯 その他の世帯

１９７５ ６８．９６４ ２１．５３６ ９．５００
１９８０ ６８．１５８ １８．９５３ １２．８８８
１９８５ ６６．２７８ １８．４２６ １５．２９６
１９９０ ６６．０４１ １５．８４６ １８．１１３
１９９５ ６５．７１２ １４．１９９ ２０．０９０
２０００ ５９．４２７ １５．７７３ ２４．８００
２００４ ５７．６８７ １３．５４４ ２８．７６９

（資料）付表５－２に同じ。

絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解 －１０３－



付表５－８ 世帯規模別所得比 単位：％

所得年 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上

１９７５ ５．８８２ １３．３９９ ２０．１３２ ２９．３４５ １６．８８１ １４．３６２
１９８０ ５．５１０ １５．１０５ １９．０５０ ３０．５０１ １５．５７０ １４．２６４
１９８５ ５．１２８ １６．０５８ １９．５８１ ２９．５８７ １５．９６６ １３．６８０
１９９０ ６．０７１ １７．８６８ ２０．３２６ ２９．１７８ １５．１６８ １１．３８９
１９９５ ７．６５７ ２０．９８６ ２１．５５７ ２８．７６１ １１．１６５ ９．８７３
２０００ ８．５４４ ２３．８１７ ２２．８２３ ２３．８３３ １１．００５ ９．９７８
２００４ ８．４３１ ２４．０２０ ２３．３８８ ２２．５６９ １１．６７１ ９．９２０

（資料）付表５－２に同じ。

付表５－９ 世帯規模別人口比 単位：％

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上

１９７５ １１．７５１ １６．５０２ ２０．３６５ ２６．３１６ １３．８７７ １１．１８９
１９８０ １２．２４５ １８．４７８ １８．５０４ ２７．４６２ １２．７６８ １０．５４２
１９８５ １２．３００ １９．９５４ １９．１６５ ２５．８３９ １２．８８０ ９．８６２
１９９０ １４．２９８ ２２．４４８ １９．４６３ ２３．９６７ １１．７３６ ８．０８９
１９９５ １７．２９４ ２５．６３３ １９．８０３ ２２．３４６ ８．５４８ ６．３７６
２０００ １８．５６０ ２８．４９０ ２０．１９０ １８．４２０ ７．９８０ ６．３６０
２００４ １９．９３２ ２８．７１２ ２０．２７１ １６．７８０ ８．０７３ ６．２３２

（資料）付表５－２に同じ。

付表５－１０ 世帯構造別所得比 単位：％

所得年 単 独 夫婦のみ
夫婦と

未婚子のみ
一人親と
未婚子のみ

三世代

１９７５ ６．３４２ １１．５４３ ５３．４７４ ３．７４９ ２４．８９２
１９８０ ５．９３８ １３．３５２ ５１．９２５ ３．２０４ ２５．５８２
１９８５ ５．４９０ １４．１９７ ５１．９７２ ３．６３８ ２４．７０３
１９９０ ６．４４２ １５．７２９ ５２．０２４ ３．９６８ ２１．８３７
１９９５ ８．１６９ １８．７３５ ４９．１０７ ４．２３５ １９．７５５
２０００ ９．２３６ ２１．３４５ ４４．６７４ ４．４０６ ２０．３３９
２００４ ９．１８９ ２１．７６６ ４３．３５２ ４．６２６ ２１．０６７

（資料）付表５－２に同じ。

－１０４－ 絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解
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付表５－１１ 世帯構造別人口比 単位：％

単 独 夫婦のみ
夫婦と

未婚子のみ
一人親と
未婚子のみ

三世代

１９７５ １２．５８０ １３．１２９ ４９．３１７ ５．４０７ １９．５６６
１９８０ １３．０９７ １５．６４６ ４６．９９５ ４．２５８ ２０．００３
１９８５ １３．１１９ １６．４２３ ４６．４４６ ５．３２９ １８．６８３
１９９０ １５．１４７ １８．８６８ ４３．９７５ ５．６６９ １６．３４０
１９９５ １８．３５８ ２１．８８４ ４０．４０２ ５．９１８ １３．４３９
２０００ １９．９３６ ２４．０２８ ３６．１４４ ６．２５１ １３．６４１
２００４ ２１．４６６ ２４．３５３ ３３．５８７ ６．８８６ １３．７０８

（資料）付表５－２に同じ。

絶対的及び相対的所得不平等度の要因分解 －１０５－




